
- 1 - 

京都、昭43不３、昭47.12.15 

 

命 令 書 

 

申立人  第一工業製薬労働組合 

 

被申立人 第一工業製薬株式会社 

 

主  文 

 

１ 被申立人は、Ａ１を原職に復帰させるとともに、昭和42年10月８日から原職復帰に至

るまでの間、同人が受けるべきはずの諸給与相当額を支払わなければならない。 

２ 被申立人は、申立人組合の組合員に対し、申立人組合よりの脱退を勧誘したり、第一

工業製薬労働組合（昭和38年８月17日結成）への加入を強要することにより、また、就

業時間中の組合活動ならびに会社施設の使用に関し、申立人組合と第一工業製薬労働組

合（昭和38年８月17日結成）との間に差別ある取扱いをしたり、申立人組合京都工場支

部との団体交渉を拒否することによって、申立人組合の運営に支配介入してはならない。 

３ 被申立人は、下記内容の文書を申立人に提出するとともに、同内容の文章を縦１メー

トル、横1.5メートルの大きさの模造紙に墨書し、被申立人会社の本社、京都工場、大潟

工場の各正門内の従業員が出退社のさいに見易い場所にそれぞれ10日間掲示しなければ

ならない。 

記 

会社は、貴組合の組合員に対し、貴組合からの脱退を勧誘したり、第一工業製薬労働

組合（昭和38年８月17日結成）への加入を強要したこと、また、就業時間中の組合活動

および会社施設の使用に関し、貴組合に対して第一工業製薬労働組合（昭和38年８月17

日結成）と差別ある取扱いをしたり、貴組合京都工場支部との団体交渉を拒否したこと
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はいずれも貴組合への支配介入であったことを認め、今後かかる行為はいたしません。 

年 月 日 

第一工業製薬労働組合 

執行委員長 Ａ２ 殿 

第一工業製薬株式会社 

代表取締役 Ｂ１ 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者等 

⑴ 被申立人第一工業製薬株式会社（以下会社という）は、肩書地に本社を、京都市、

大潟町（新潟県）、四日市市、東京都に工場を、東京都、名古屋市、大阪市に支社を

有し、家庭用および工業用洗済、界面活性済等の製造、販売を業とする会社で、本件

申立当時従業員約1,300名を擁していた。 

⑵ 申立人第一工業製薬労働組合（以下組合という）は、昭和21年に結成されたが、同38

年８月分裂し、本件申立当時組合員は78名であった。 

組合には本件申立当時、肩書地に本部があるほか、京都工場支部、大潟工場支部、

本社支部がある。 

なお、会社には組合のほかに上記分裂のさい結成された第一工業製薬労働組合（以

下新労という）がある。 

２ 組合分裂前後の労使関係 

⑴ 昭和38年度の組合役員選挙のさい、当時の組合の各支部で推薦候補を決める選挙が

行なわれたが、京都工場支部でも同選挙の投票を同年７月９日と13日に予定していた

ところ、同月９日早朝京都工場の各従業員の引出し、女子更衣室などに、有志一同と

いう名をしるした「京都工場支部の役員は極左冒険主義だ」という主旨のビラが配布

されていた。 
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⑵ 同月10日、会社従業員以外の者が、会社の門前で組合の京都工場支部役員を批判す

る生活防衛同志会なる名称の入ったビラを配布した。 

⑶ 同月28日、組合は代議員大会（代議員総数52名）を開催したが、討論の途中で、本

社支部選出のＡ３代議員が、「これから大事な役員選挙をするのに、京都工場支部に

は共産党員がいるらしい。……こんな者と一緒にやっていけるか」と発言し、この発

言を契機に28名の代議員が一斉に退場したので、同大会は流会した。 

⑷ 同日の代議員大会終了後、会社から公認されている職長会のほか生活防衛同志会、

新生同盟等の各グループが、「もう組合を解散しなければならない」とか「共産党員

に組合をとられてはいけない」とかの主旨のビラを従業員に配布した。 

⑸ 京都工場保全原動課原動係電気職場（以下電気職場という）の職長であったＣ１（同

人は昭和40年４月係長に任命されたが、以下係長任命前はＣ１職長、任命後はＣ１係

長という）は、昭和38年８月初め職長会を代表して、当時の京都工場支部支部長Ａ２

（以下Ａ２という）に対し、「組合分裂をさけるため、職長会が活動家と認めた人達

が組合役員の被選挙権を３年間辞退するようにしてくれ」と要望した。これに対しＡ

２は、「組合活動の原則上受け入れられない」と言いＣ１職長の要望を拒否した。 

⑹ 同じころ、東京工場、四日市工場の組合の支部を中心に、組合解散を要求する署名

集めがなされていた。 

⑺ 同月13日から同15日にかけて、組合解散の是非に関する全員投票が行なわれた。同

投票の開票は、同月17日に行なわれ、開票の結果は、解散賛成700余票、反対400余票、

無効30余票であった。 

⑻ 開票直後の同日午後８時半ごろ、Ａ４代議員大会議長は、第一工業製薬労働組合は

解散した旨を組合掲示板に掲示した。 

⑼ 同日午後９時、会社の講堂に組合解散賛成派と見なされる組合員が集って新労を結

成し、暫定中央執行委員会の委員長にＣ１職長を選出した。 

⑽ 組合解散に反対する組合員は、京都工場支部役員を中心に翌18日会合をもち、暫定

的に執行委員を選び、委員長にＡ５（以下Ａ５委員長という）を選出し、翌19日出勤
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時に会社の労政課を訪れ、組合解散は組合規約に違反しているので無効であることな

らびに暫定的に役員を決めたので話合いをしたい旨の申入れをした。 

⑾ 同日、会社は、組合が解散したので組合との労働協約は失効したと掲示した。 

⑿ 同日、組合は、組合解散の成立を認めた清算人が組合会館等の組合財産の処分を行

なおうとしているとの情報を聞き、京都地方裁判所に清算人の職務執行停止の仮処分

を申請したが、同裁判所は、上記組合解散の効力を停止し、清算人は解散の執行をし

てはならない旨の判決をした。なお、清算人は大阪高等裁判所に控訴、さらに最高裁

判所に上告したが、いずれも棄却された。 

⒀ 組合分裂後、会社は会社の労政課発行の労政ニュースで組合を「労組（Ａ５）」と

か「Ａ５労組」と表示し、新労については労組（〇〇）とか〇〇労組とせず、新労働

組合と表示していた。 

なお、組合は上記のような組合の呼称に対し、再三会社に抗議した。 

３ 会社の組合脱退工作等 

⑴ 大潟工場の製造課長Ｂ２（以下Ｂ２課長という）は、同工場に勤務し、組合の大潟

支部の中心的活動家であったＡ６大潟工場支部書記長（以下Ａ６という）に対し、昭

和38年９月30日、京都工場への配置転換（以下配転という）の辞令を手交した。Ａ６

は、この配転を組合活動などを理由に拒否したところ会社は、同人を技術員から補助

的な仕事の担当者にかえ、翌39年３月１日になって、前記辞令を撒回した。 

なお、Ａ６の配転は定期異動でなく、大潟工場でＡ６と同時期に配転を命じられた

者は役付き以外にはなかった。 

⑵ 昭和38年10月、Ｂ３本社工業品本部課長は、組合の組合員Ａ７（以下Ａ７という）、

同Ａ８（以下Ａ８という）に対し、いずれ配転になる、配転が困るのであれば組合を

やめろ、と言ったが、両名は拒否した。 

Ａ７は翌39年３月、Ａ８は同年10月、いずれも大阪支店に配転された。 

⑶ 昭和39年10月、会社のＢ４課長は、組合の組合員Ａ９（以下Ａ９という）に対し、

組合にいたのでは仕事の都合もあるし、結婚もできなくなるし、倉庫課分室に配転し
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なければならない、と言った。その後、Ａ９は、倉庫課に配転された。 

⑷ 昭和40年10月ごろ、京都工場のＢ５職長（以下Ｂ５職長という）は、出身地の東京

工場へ転任を希望していた組合の組合員Ａ10（以下Ａ10という）に対し、東京工場に

転任したいのなら新労に来い、と言った。そこでＡ10は組合を脱退したところ、翌41

年３月東京工場に転任になった。 

⑸ 同月、京都工場第４製造課の課長Ｂ６（以下Ｂ６課長という）は、臨時工として入

社し、本工採用試験を受けたＣ２（以下Ｃ２という）に対し、「君の本工への採用は

９分９厘決まっている。会社には今２つの組合があって、一方は闘争至上主義で妥協

しない。他方は労働協約も結んでいるし、従業員の圧倒的多数が参加している。君は

新労に入ってほしい」と言ったので、Ｃ２が「新労に加入する」とこたえたところ、

Ｂ６課長は「それはよかった」と言った。その後、Ｃ２は本工に採用された。 

⑹ Ｃ２は、同年４月に開催された新入社員教育を受講したが、同席上、本社のＢ７労

政課長（以下Ｂ７課長という）は、組合は共産主義者や民青に指導されており、賃上

げなどではなかなか妥協しない、と述べた。 

⑺ 上記新入社員教育が同月13日角ノ坊別院で行なわれたさい、新労の京都工場支部副

支部長Ｃ３は同会場を訪れ、全受講者に連名の新労加入用紙をまわし、全受講者から

加入承認の署名押印を得た。そのさい、Ｃ２も新労に加入した。 

なお、組合が会社に、同会場で新入社員に対し組合加入の勧誘をしたいと要求した

のに対し、会社は、同会場には新入社員教育関係者と受講者以外の入場は原則として

認めないということで拒否した。 

⑻ 同月16日、電気職場に配属されたＣ２は、Ｃ１係長から「組合活動をしたら損する

ぞ。やめとけ」と言われた。 

⑼ 組合の組合員Ａ11（以下Ａ11という）は、昭和41年３月ごろ、京都工場第３製造課

の係長から四日市工場の課長に転任したばかりのＢ８（以下Ｂ８課長という）に対し、

３月に夜間高校を卒業すれば出身地の四日市に戻りたい、と転任についての配慮を依

頼したところ、Ｂ８課長が、組合にいたのでは具合が悪い、新労に移れば責任を持っ
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て引張ってやる、と言ったので、同年６月組合を脱退した。Ａ11は同年10月四日市工

場に転任になった。 

⑽ 会社は、同年６月１日新労には年間臨給協定により夏季一時金を支給したが、組合

としては同協定に基づく条件による妥結を拒否し、闘争を続けていた。同月13日、「新

労には夏季一時金を６月１日に支給したが、組合はいまだ10数万円の要求を掲げてい

る。新労は極左冒険主義を排し、民主的組合活動を通じ経済的、社会的地位の向上を

目指している。組合は共産党員や民青を主体に組織され政治問題を大きくとりあげる。

あなたのご家族が所属されている組合の組合員は、会社の再三の注意にもかかわらず、

会社建物の内外にビラをはり、闘争を続行している」という主旨の手紙を組合の組合

員の全家族宛に送付した。 

⑾ 組合の組合員Ａ12（以下Ａ12という）は、同人の家屋を購入する資金を得るため会

社の貸付金を利用しようとして、同年７月名古屋に赴き、旧知であり、当時の名古屋

支店工業品部長Ｂ９（以下Ｂ９部長という）を訪れ、同貸付金の借入れのさい必要な

保証人になってほしいと依頼した。Ｂ９部長はＡ12に対し、「労政ニュースによると

組合は共産党の組合である。共産党の組合にあなたが入っているのはけしからん。組

合が共産党の組合でないというのなら、共産党に入っていない人達を集めて第３組合

を作るか、非組合員になれ」との主旨のことを言った。 

⑿ 組合の組合員Ａ13（以下Ａ13という）は、昭和41年８月、大学卒業生と同等の資格

を認定する会社の学歴認定試験を受けた。同試験は同年12月に合格者の発表が予定さ

れていたが、この間の同年10月、京都工場第１製造課成型係第１職場の職長Ｂ10は、

就業時間中Ａ13に対し、20～30分間にわたって、組合にいると上記試験の合格はむず

かしい、新労に移って合格するための一つの条件を作ったらどうか、という主旨のこ

とを述べた。そこで、Ａ13は同日いったん新労加入手続きをとったが、翌日新労加入

の決意を翻がえし、組合に残留することにした。上記試験の結果が不合格となったＡ13

は、昭和42年３月、同人の上司であるＢ11職長（以下Ｂ11職長という）に上記試験の

不合格理由を問うたところ、Ｂ11職長は、新労に移っていたら合格していたであろう、
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と言った。その後、Ａ13は翌４月会社を退社した。 

⒀ 電気職場の職長Ｂ12（以下Ｂ12職長という）は、昭和42年１月初め、新労の組合活

動を比較的活発にやり、組合の組合員たる友人とよくつきあっていたＣ２に対し、「Ｃ

２君、組合のＡ１やＡ14とつきあうと損するぞ」、「Ａ15なんかに言われて組合活動を

やるかどうか迷っているのなら、わしに相談してくれ」、「なんぼ仕事しても、組合活

動をしていたら会社は世話を見てくれんぞ」と言った。 

なお、Ｂ12職長の上記発言中のＡ１とは本件で救済を求めているＡ１（以下Ａ１と

いう）のことであり、またＡ14、Ａ15とはそれぞれ従業員のＡ14（以下Ａ14という）、

Ａ15（以下Ａ15という）のことで、当時これらの３名はいずれも電気職場に勤務して

いた組合の組合員であった。 

⒁ 同年２月10日ごろ、Ｃ２の自己申告書（この自己申告書というのは、会社が各従業

員に身上に関することや希望職場などについて記入、提出させていたものである）に

関する面接のさい、同面接にＣ１係長とともに同席していたＢ12職長は、Ｃ２に対し、

「Ａ14、Ａ１とつきあうと損するぞ。つきあうな。君もそれ位わかっているだろう」

と言った。 

⒂ 同年４月１日付けで本社の工業品部次長に転任したＢ９部長は、名古屋支店に勤務

していたさい、組合の組合員で当時京都工場に勤務していたＡ16（以下Ａ16という）

と新労の組合員で当時四日市工場に勤務していたＣ４（以下Ｃ４という）の結婚の仲

人役を依頼されていたが、同月７日、Ａ16を喫茶店に呼び出し、組合についてはＣ４

を京都工場へこさせることができない、会社をやめるか新労に移れ、と言った。 

⒃ 同月20日、組合事務所を訪れたＣ４の父親は、Ａ５委員長およびＡ12と話し合った

が、そのさい、「Ｂ９さんからＡ16さんを新労に移せば息子の京都工場への転勤に責

任をもつと言われているので、Ａ16さんの新労行きを了解してもらいたい」という主

旨のことを述べた。その後、Ａ16は同年６月会社を退社し、Ｃ４は同年12月京都工場

に転任になった。 

⒄ Ｂ12職長は、同年５月18日、Ｃ２に対し、君の仕事ぶりはよく知っているので君の
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成績査定がＤになっているのを聞いて驚いているが、組合活動をやっているからしゃ

ないなあ、と言った。その後、同人は昭和44年４月29日新労を脱退し、同日付けで組

合に加入した。 

⒅ 組合の組合員Ａ17の兄で、会社に臨時工として入り本工採用試験に２度失敗したＣ

５は、昭和42年８月ごろ、大潟工場の総務課長Ｂ13（以下Ｂ13課長という）に対し、

なぜ不合格になったのか、と尋ねたところ、Ｂ13課長は、君の場合弟のことで組合の

問題がからんでいるようだ、との主旨のことを述べた。そこで、Ｃ５はその旨をＡ17

に伝えた。Ａ17は同月ごろ組合を脱退した。その後、Ｃ５は翌43年４月本工となった。 

⒆ 会社の子会社であり、大潟工場の敷地内にある大潟興業のＢ14社長（以下Ｂ14社長

という）は、昭和42年８月ごろ、組合の組合員Ａ18（以下Ａ18という）の身元保証人

であるＣ６を通してＡ18の父親に対し、Ａ18が会社か組合かどちらかをやめるように

せよ、という主旨のことを伝えた。 

⒇ 京都工場の職長会の幹事会は、同年９月ごろ京都工場の次長兼総務課長Ｂ15（以下

Ｂ15次長という）ら労務関係者を招き組合活動抑制に関してというテーマで研究会を

もちたいとＢ15次長に言った。その後、上記テーマを主旨とする研究会がもたれた。 

(21) 同年11月大潟工場で行なわれた家族招待会の席上、従業員の家族の質問にこたえて

Ｂ13課長は、会社には労働組合が２つある、組合は共産党の指導下にあると噂で聞い

ている、新労は無所属だ、という主旨のことを述べた。 

(22) 大潟工場のＢ16職長（以下Ｂ16職長という）は、同月中旬ごろ組合の組合員Ａ19（以

下Ａ19という）に対し、組合にいたのでは職級変更がむずかしいから、組合をやめた

らどうかとか、生活も苦しいだろうからそろそろ考えてはどうか、と言った。Ａ19は

翌43年１月組合を脱退した。 

(23) 京都工場乾燥係の第３職長Ｂ17（以下Ｂ17職長という）は、昭和42年11月下旬、就

業時間中に組合の組合員Ａ20（以下Ａ20という）に対し、将来のことを考えたら組合

をやめて新労に移れ、と言った。その後、Ａ20は組合を脱退した。 

(24) 大潟工場のＢ18職長（以下Ｂ18職長という）は、同年12月15日、組合の分裂後３年
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間組合大潟支部の支部長であったＡ21（以下Ａ21という）に対し、工場長が非常に心

配している、一日も早く組合をやめてほしい、と言った。さらに、Ａ21が組合を脱退

した後の同月25日ごろ、Ｂ２課長はＡ21に対し、よう決心してくれた、これから先力

になってやろう、と言った。 

(25) 大潟工場のＢ19職長（以下Ｂ19職長という）は、昭和43年２月ごろ、自己申告書に

ついての面接のさい、組合の組合員Ａ22（以下Ａ22という）に対し、組合をやめる意

思はないか、攻撃が厳しくなったらどうするのか、と言い、また昭和42年４月１日付

けで大潟工場の工場長となったＢ３は、Ａ22に対し、組合は一部の人にあやつられて

いる、そんな組合をやめたらどうか、と言った。同人は昭和43年４月12日組合を脱退

した。 

なお、同人は組合を脱退した前日の同月11日、新労の支部役員からも就業時間中会

社控室で、組合を脱退するようにとの説得を受けていた。 

(26) 大潟工場のＢ20職長（以下Ｂ20職長という）は、同年２月ごろ、自己申告書につい

ての面接のさい、組合の組合員Ａ23に対し、組合をやめる意思はないか、と尋ね、さ

らに同年４月の成績査定の結果に対し、昇給が悪いのは組合が邪魔をしているのでは

ないか、組合をやめた方がいい、と言った。 

４ 施設使用問題 

⑴ 組合は、昭和43年２月27日、同年３月２日に組合総会開催のため、会社に会議室ま

たは食堂の使用許可の申請をした。会社は、翌28日、会議室は、組合の総会予定日に

会社が使用することになっており、新しく建設した食堂については、組合、新労の両

組合に使用させるかどうか検討中である、との理由で組合の申請を不許可にした。 

組合は、同年３月９日開催予定の組合総会のため、食堂の使用許可の申請を再度行

なったが、会社は、同月７日、食堂は組合には一切貸さない、と言った。 

そこで、組合は、同月13日、３たび食堂使用許可の申請を行なったが、会社は、組

合では組合会館で総会がもてる、という理由で同申請をやはり不許可としたが、同月15

日、新労には食堂の使用を許可した。 
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⑵ 組合は、組合会館では一室に全組合員が集まって総会を開くことができず、同会館

で総会をもつさいは分科会方式で何班かにわかれて行なっていた。 

なお、同会館には数室あるが、最大の部屋で36平方メートル程度のものである。 

５ 就業時間中の組合活動 

⑴ 組合分裂前には、会社は団体交渉（以下団交という）の煮つまった段階で団交を一

時中断し、組合が就業時間中に緊急執行委員会をもち検討する時間を与えたり、また、

一時金や賃上げ時の最終段階で、組合がストライキ体制をとり、徹夜交渉に臨み、同

交渉で妥結したさいには、組合が全体集会をもつ時間として始業時から30分ないし１

時間与えていた。 

⑵ 組合分裂後は、会社は、新労には従来どおり上記のような緊急執行委員会や全体集

会を認めながら、組合が昭和42年４月、同年度の賃上げ闘争のさい同じような組合の

全体集会をもつことを会社に許可を求めたのに対し、会社はこれを認めなかった。 

６ 団交問題 

⑴ 組合は、昭和42年３月14日、同年度の賃上げ等に関する要求書を会社に提出した。 

⑵ 会社は、同年３月に同年度の賃上げを要求していた新労に対し、同年４月初め4,100

円プラスアルファの回答を行なった。 

⑶ 会社と組合との間では団交の交渉人数でおりあいがつかず、同年４月18日に至り第

１回目の団交が行なわれた。 

⑷ 同月26日ごろ、会社は新労に対しさらに4,970円の賃上げ回答を行ない、新労はこ

れを受諾した。 

⑸ 組合は、翌５月初旬、新労と同一条件の会社の回答を受諾した。 

なお、同年度賃上げ妥結以降も、賃上げおよび一時金に関し、組合は新労と同一条

件の会社の回答を受諾してきた。 

⑹ 昭和38年の組合分裂時から昭和43年春までの賃上げ問題、一時金問題、一般条項問

題に関する会社と組合および新労との団交回数の総計は、組合133回、新労115回であ

る。 
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⑺ 会社は後記のごとくＡ１を昭和42年10月７日付けで解雇したが、組合はこのＡ１解

雇の問題で同月12日に会社と団交を行なった。その後、組合は同問題についてさらに12

回団交を申し入れたのに対し、会社は、組合はＡ１解雇に関する権限のない職制に集

団的抗議行動を行なっているが、この抗議行動を中止しない限り団交は行なわない、

と言った。 

⑻ 組合分裂前、京都工場では労使懇談会という名称で会社と組合の支部間で団交がも

たれており、同団交に会社側は同工場の工場長と各課長が出席していた。 

⑼ 昭和42年６月13日、京都工場支部が、京都工場の第１製造課成型係と第２製造課リ

スリン職場などの人員削減問題と組合の組合員Ａ24の他の職場への長期にわたる応援

問題について会社に団交を申し入れたところ、会社は、団交申入書の内容が具体的で

ないとして、同支部との団交を拒否した。 

翌６月14日、京都工場支部は、上記問題で団交を申し入れるとともに、会社との間

で事務折衝を行なったが、そのさい会社は、合理化に反対ならば団交をもっても仕方

がない、という主旨のことを述べた。その後、京都工場支部は、上記の問題で同月16

日、20日、22日の３回にわたり会社に団交を申し入れた。 

同月22日、会社は、京都工場支部の支部長に対し、前記20日付けの団交申入れに対

する回答として、「貴労組と共産党との関係を明らかにせよ」とか、「合理化反対とい

うのはコンベアより手押し車の方がよいということなのか。組合の見解を明らかにせ

よ」等にわたる質問状を出し、この質問状に答えなければ団交には応じられない、と

言った。 

同年７月４日、上記問題についての会社と京都工場支部との事務折衝のさい、会社

は、団交には応じられない、出る所に出るなり好きなようにやってくれ、と言った。 

なお、上記人員削減問題については、会社と新労との間では団交がもたれ、人員削

減の実施時期を１か月遅らせる、ということで解決した。 

７ Ａ１解雇問題 

⑴ Ａ１は、昭和36年４月１日中学校卒業後ただちに会社に入社し、同年７月１日付け
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で電気職場に配属され、以後同42年10月７日解雇されるまで同職場で勤務していた。 

⑵ Ａ１は、入社後会社で行なわれた２週間の研修期間の終了時に組合に加入した。 

⑶ Ａ１は、昭和36年９月ごろから日本労働組合総評議会京都地方評議会主催の安保条

約反対、日韓条約反対の集会やデモに参加し始めた。なお、同人は同年10月か11月ご

ろ日本民主青年同盟（以下民青という）に加盟した。 

⑷ Ａ１は、昭和37年１月ごろ化学同盟の青年婦人部歌声行動隊に入り、以後同行動隊

の活動に従事していた。なお、Ａ１が同行動隊に加入した当時、組合は化学同盟に加

入していた。 

⑸ 電気職場では、毎日朝礼終了後、Ｃ１職長のとり計らいにより、同職場の全従業員

が持ち回りで、各人５分間自由にスピーチをすることが昭和37年当時約１年間行なわ

れていた。このスピーチのさい、Ａ１やＡ15、Ａ14らはおもにベトナム戦争反対や核

実験問題をテーマにとりあげていた。 

⑹ Ｃ１職長は組合分裂前の朝礼のさい、「各人の更衣ボックスを見たが非常に乱雑だ

から掃除せよ」と指示したが、当時Ａ１は同人の更衣ボックスに赤旗、民青新聞およ

び共産党発行の刊行物を入れていた。 

⑺ Ａ１は、組合分裂前後の過程で組合に残留する決意を固めるだけでなく、組合帰属

問題で悩んでいた約20名の従業員に対し、組合解散反対の立場から組合に残留するよ

う説得した。この説得活動のさいＡ１は、当時組合の組合員で電気職場の従業員であ

るＡ25（以下Ａ25という）から、「Ｃ１職長から、時間中にあんたらがいない時、新

労に来いと言われている」と聞かされた。 

⑻ Ａ１は、昭和38年ごろ、広島で開催された西日本歌声祭典に化学同盟歌声行動隊員

として、また同39年京都で開催された原水禁大会に組合の代表として、それぞれ参加

した。 

⑼ 昭和38、９年ごろ、Ｃ１係長が、各種出版物などを含む私物を入れてある電気職場

の従業員の机の引出しを点検しているのを、Ａ15が２回、Ａ14が１回目撃した。 

⑽ Ａ１は、昭和40年11月から発行され始めた組合の日刊紙「ささやき」の原稿書き、
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編集、印刷の作業に従事し、昭和42年からは同紙の会社門前での配布に参加した。ま

た、同人は、解雇された後も引き続き同紙の編集や印刷等に従事している。 

⑾ 昭和40年度の組合の電気職場を単位とする職場委員になったＡ１は、夜勤時の夜食

の支給、電気作業従事者への絶縁安全靴の支給等を職場討議で提案するとともに、職

場末端の要求をまとめて京都工場支部の執行部に報告したり、中央、支部での決定を

職場の組合員に伝達していた。 

なお、同人は昭和41年度にも同職場委員に、翌42年度には京都工場保全原動課を単

位とする副職場委員に選出された。 

⑿ Ａ１は、昭和40年８月８日、夜勤時に約４時間無断職場離脱を行ない、懲戒審査委

員会にかかり、譴責処分に付された。この譴責処分は、会社の就業規則第115条によ

れば「始末書をとり将来を戒める」というものである。 

⒀ Ｃ１係長は、常日頃Ａ１に対し「君、その足は何じゃ。すぐきれいにせん限り、仕

事につかせない」、「話し方が悪い」、「帽子をあみだにかぶることはよくない」、「歩き

方が悪い」、「ボタンをはめなさい」、「名札をつけなさい」等日常のこまかいことでい

ちいち注意した。ことに同係長は他の従業員がＡ１と同じような状態であってもかよ

うな注意をしない場合が多いのに、とくに同人に対しては集中的と言ってよいほど行

なっていた。 

⒁ Ａ１は、昭和40年ごろ、Ｃ１係長に業務に関する指示をあおいだところ、同係長か

ら「何や君、今ごろこんなことまだわからんのか」と言われ、具体的な指示を得るこ

とができなかった。 

⒂ Ｃ１係長は、昭和41年ごろＡ１に対し、同人の髪の毛をさわりながら、「えらい伸

びてるやんか。君、ええ加減に刈れよ」と言った。だが、Ｃ１係長は、当時Ａ１の髪

の毛よりもっと長く伸ばしている新労の組合員には上記のような言動はしなかった。 

⒃ 昭和42年１月11日の朝の出勤時、Ａ１は会社の従業員Ｃ７（以下Ｃ７という）運転

の自動車に同乗して出勤した。Ｃ７が下車したのち、Ａ１が運転して電気職場に向か

いかけたところ、Ｂ15次長が同車を止め、無言で構内速度10キロ以内という標識をさ
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し、同車が構内速度を大幅に上回るスピードを出していたとして注意を与えた。そこ

で、Ａ１は、Ｃ７が下車するまでは同人が運転していたこと、そのさいＢ15次長が指

摘したようなスピードは出していないことをあげ、同人の注意は不当だと述べた。そ

の後両名の間でしばらくの間口論が行なわれた。 

⒄ 同年２月22日、Ａ１は、夜勤始業時である午後４時半前に入門し、４時半を少しす

ぎて電気職場に入ったところ、Ｃ１係長は、Ａ１に対し幼児に対するような言葉使い

で、「なぜ遅いんですか」と言った。そこで、Ａ１が４時半までに入門していると言

うと、Ｃ１係長は「職場に４時半までに入らねばならないという業務命令を出す」と

言ったので、これに対し、Ａ１がさらに「そんな業務命令はきけん」と言うと、Ｃ１

係長はＢ12職長に対し、「テープレコーダーを持ってきなさい」と指示した。そのさ

い、Ｃ１係長とＡ１が上記のようなやりとりをしているとの報告を受けた組合の書記

長Ａ26が両名のいる場所にかけつけ、Ｃ１係長に上記業務命令の根拠を問いただした

ところ、Ｃ１係長はこの問には答えず、「私はこれで帰ります」と言って職場から出

ていった。 

なお、会社の就業規則では、夜勤の場合、午後４時半までに入門、押印すれば遅刻

にならないと定められている。また、Ａ１以外の電気職場の従業員に対しては、上記

のように午後４時半すぎに電気職場に来る者があっても、Ｃ１係長はいちいち注意を

与えてはいなかった。 

⒅ 夜勤の終了時は午前８時半であるが、電気職場の夜勤者の中には、午前８時すぎに

なれば、ぞうりにはきかえ、掃除をしたり、お茶をわかしたりする者がいたが、Ａ１

も、同月23日の午前８時すぎ上記のようなことをしていたところ、午前８時20分ごろ

に職場に到着したＣ１係長は、Ａ１に対し、「君、その格好は何ですか」と注意を与

えた。 

⒆ 昭和42年５月、Ａ１は、京都工場保全原動課保全係の職場委員とともに組合の組合

員に対する成績査定に関する苦情処理のため、京都工場の保全原動課課長Ｂ21（以下

Ｂ21課長という）に団交を要求した。 
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⒇ 同月18日、Ａ１は、Ｂ12職長に京都工場３階の第１応接室に呼び出されたところ、

そこにいたＣ１係長は、Ａ１に対し、組合が提出した苦情処理に関する申立書をつき

かえし、「これを取り下げん限り話はできん」と言った。話の用件が苦情処理の件で

あることを知ったＡ１は、従来苦情処理に関する面接のさいは必ず立会人がいたので、

「そういう話やったらもう１人呼ばんならんので、ちょっと電話かけに行ってきます」

と言って、部屋を出て組合の組合員に電話をかけ立会人が来るよう依頼し、すぐ部屋

に戻ったところ、すでにＣ１係長は退室していた。そこで、Ａ１が部屋に残っていた

Ｂ12職長にＣ１係長の居所を尋ねていたところ、丁度その時電話がかかってきたので

Ａ１が出ると、発信者がＣ１係長であることがわかったので、「話が終っていないか

らすぐきて下さい」と言うと、Ｃ１係長は「何を言うとるのや。話のわからんやつや

な」と言って電話を切ってしまった。 

(21) 同年８月120、Ａ１は、Ｃ１係長からの電話の応待に出たが、同係長が一方的に電話

を切ってしまったので、同席していたＡ14とともに同係長のいた２階の部屋に赴き、

同係長の上記電話の応待の件について抗議したところ、同係長は、背広を肩にひっか

けながら、「よし、そんなのならこっちへこい」と言ったので、そこにい合わせたＣ２

は、このままではＣ１係長とＡ１の間で喧嘩になると判断し、両名の間にわって入っ

た。 

(22) Ａ１は、会社の規程によればまだ夏服を着用することになっている同年９月末の夜

勤のさい、持病の神経痛を理由に冬服の着用をＢ12職長に申し出た。同職長はＣ１係

長と相談したのち、許可しない旨をＡ１に伝えた。ところが、同じころ新労の組合員

で、やはり電気職場に勤務していたＣ８が上司の許可なく冬服を着用していたので、

組合がこの事実を指摘し、Ｂ12職長に抗議をした結果、Ａ１の冬服着用が許可された。 

(23) 京都工場では、制服貸与内規により、勤務者は会社貸与の制服の左胸部に役職、所

属および名前をしるした名札をつけることが定められている。この名札は入社時に２

枚会社から支給され、それ以上必要とする者や紛失した時には自費で購入しなければ

ならないこととされている。 
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Ａ１は、解雇される２年前ごろから、着用中の制服を洗濯に出して着かえた時とか、

会社の定める夏服、冬服の着がえのさいなどに上記の名札を着用していないことがよ

くあった。そのような時、Ａ１はＣ１係長から名札をつけるよう注意されたが、Ａ１

は、自分で買ってまでつける必要はないとか、名札をつけなくとも別に勤務にはさし

つかえない、などと言って、同係長の注意にそのまま従ってこなかった。しかし、Ａ

１が名札をつけていない時、Ｂ12職長が自分の名札の名前を消してＡ１にやったとこ

ろ、同人はそれに名前を書き入れて着用したようなこともあった。 

なお、京都工場では、上記の会社内規による名札をつけていない者が日常少なから

ずいたし、Ａ15やＡ14らも時々名札を着用していなかった時があるが、ほとんど注意

はされていなかった。 

(24) 昭和42年８月14日の午前中、Ｂ12職長は、Ｃ１係長からＡ１が上記の名札をつけて

いないのを注意するよう指示されたが、この注意をＡ１にすることを忘れていた。 

(25) 同日午後休憩時間終了後、Ｃ１係長は電気職場の休憩室に来たさい、Ａ１がまだ名

札をつけていないのを見つけて、Ｂ12職長にＡ１に注意をしたかどうかと尋ねたとこ

ろ、まだ注意していないということであった。そこで、Ｃ１係長はＡ１に「君、名札

は」と尋ねたが、同人はこのＣ１係長の発言を無視し、仕事につくため、部屋を出よ

うとした。すると、Ｃ１係長は、Ｂ12職長に対し、大声で「わしの言うことを聞けん

やつには仕事をささんでよろしい」と言った。その声でその場にとどまったＡ１に対

し、Ｃ１係長は幼児をさとすような言葉使いで、「どうして名札をつけないの」と言っ

たので、Ａ１は「名札はないし、何でつけんならんのか。名札をつけえというならた

だで支給せえ」とか「他に沢山つけていない人がいるのに私にだけつけえというのは

おかしい」と抗議した。その間、Ｃ１係長は、「なぜなの」と３度ほど言ったり、名札

をつけることは規則で決められていることだと言った。そこで、Ａ１が「規則、規則

と言われるけど一体どこに書いているのや」と言うと、Ｃ１係長は、「わしの言うこと

が聞けんやつは会社をやめてもらわなしゃないなあ」と言った。また、両名が多少や

りとりしているなかで同係長は、「殴るなら殴れ」と言った。 
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(26) Ｃ１係長は、Ａ１との口論中、部屋の前を通りかかったＢ21課長を呼びとめ、同課

長の助勢を求めるとともに、その間同じ部屋にいたＣ２に何度も「研究室に仕事があ

るのだろ。そちらの方へ行きなさい」と言って同人を室外に出した。 

(27) Ｃ２が部屋を出ていった後、Ｂ21課長が、Ｃ１係長に同調し、Ａ１を批判したので、

同人はＢ21課長に、胸に手をあててどちらが正しいか考えてくれ、という主旨のこと

を述べた。すると、Ｂ21課長は、ニタニタしながらおどけたかっこうで胸に手をあて

無言で首を横にふり、また、Ｃ１係長はニタニタしながら、わからん、と言った。Ａ

１は、両名の上記のような態度を見、余りにも自分が軽べつされていると考え、カッ

となって「表へ出ろ」と言った。 

(28) Ｂ21課長、Ｃ１係長、Ｂ12職長らは、上記Ａ１の発言につづいて、同人が部屋を出

て行くのを別に制止することもなく、同人に言われるままに後についていった。 

(29) そのさい、Ａ１は会社正門を出てちょっと待っていた。そこへ同人の後を先頭にな

ってついてきたＣ１係長が追いつき、Ａ１の目前30センチ位まできて立ちどまった。

その時Ａ１は、Ｃ１係長に「帽子と上着をとれ」と言ったところ、同人はニタニタし

たままであった。そこでＡ１がＣ１係長の帽子をとりにかかると、同人は帽子をとら

れないように頭だけうしろにそらせようとしたので、帽子はずれおちそうになった。

Ａ１は帽子をとることに失敗したので、服を脱がすため襟に手をかけた。丁度その時、

すぐ後に続いてきたＢ12職長がその場に到着し、Ａ１の行動を制止したが、その前後

に、Ｃ１係長は上記のようなＡ１の行動にとくに抵抗したり、それを非難することも

なく、またその場を逃げようとすることもしなかった。 

なお、Ａ１は、Ｃ１係長の帽子や服を脱がさせようとした時、同人を殴ろうとする

意思をもっていた。 

(30) Ａ１がＢ12職長に腕をとりおさえられながら、なおＣ１係長に近づこうとしている

時、その場から10メートルほど離れたところにある京都工場内のストレージタンクで

仕事をしていた組合の組合員Ａ27（以下Ａ27という）は、Ａ１にむかって、「Ａ１、殴

るなよ、殴ったらあかんぞ挑発やさかい」と３～４回ほど大声をはりあげた。Ａ27の
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声を聞いたＡ１は、同人の行動がＣ１係長の挑発にのっていると判断し、挑発にのっ

てはならないと感じ、「おまえらの言うことは信用できん」と言って、その場を離れ職

場に戻った。その場をＡ１が離れ始めた時、同人は、Ｃ１係長がＢ12職長に対し、「と

めんでもよろしい。離しなさい。やらしたいようにやらしなさい。殴ろうとするのな

ら殴らせなさい。日本は法治国家である」という主旨のことを言っているのを聞いた。 

(31) 会社は、Ａ１の前記昭和42年８月14日の行為が就業規則第119条１号、３号に該当す

る疑いがあるとして、同規則第123条に基づき、同年８月懲戒審査委員会を設置し、同

委員会委員にＢ22京都工場長、Ｂ15次長、Ｂ23京都工場第２製造課長、Ｂ24同工務課

長、Ｂ25同経理課長、Ｂ26研究所事務課長、Ｂ27本社人事課長を、同委員会幹事にＢ28

労務主担を任命した。 

(32) 懲戒審査委員会は、同月24日、30日、同年９月９日、20日および26日の５回にわた

り同委員会を開催し、証人としてＢ12職長、Ｃ１係長、Ｂ21課長、Ａ１を呼び出し、

各人ごとに尋問した。 

(33) Ａ１は、上記９月20日に会社から用件を聞かされることなく呼び出され、京都工場

の３階会議室に行ったところ、上記懲戒審査委員会の委員らが待ちうけていた。同委

員会の委員らは、Ｂ21課長、Ｃ１係長らの会社職制の証言およびＣ１係長の同委員会

への報告書に基づきＡ１に対し、それぞれ前記８月14日の経緯や会社規則に従うかど

うか二者択一を迫る等の尋問を行なった。そのさいＡ１は、従来おもにＣ１係長に言

ってきたことを述べたが、自分の弁明が同委員会の委員によく聞いてもらえなかった

ことから不満の意を述べ、またくやしまぎれに帽子で机の上をたたき、涙を流しなが

ら最後には自分のほうから部屋をとびだした。 

(34) 懲戒審査委員会は、同日30日、Ａ１の前記８月14日の言動は就業規則第119条１号、

３号に該当するも罪状とくに重く、同規則第120条１号、15号に基づき懲戒解雇処分に

処する、という審決書を会社に提出した。 

なお、就業規則の第119条１号、３号、第120条１号、15号は以下のとおりである。 
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第119条 次の各号の一に該当するときは出勤停止または「役位、待遇の剝奪もしく

は降下」に処する。 

ただし、情状により減給または譴責に止めることがある。 

⑴ 不正な行為によりまたは他人に対し暴行、脅迫を加え、従業員としての体面を

汚したとき。 

⑶ 職務上の指示、命令に不当に従わず、職場の秩序を乱したとき。 

第120条 次の各号の一に該当するときは懲戒解雇に処する。ただし、情状により出

勤停止または「役位、待遇の剝奪もしくは降下」あるいは減給に止めることがある。 

⑴ 第117条ないし第119条に定める事項に該当し、罪状とくに重く、その後の就業

が不適当と認められたとき。 

⒂ 会社施設およびその敷地内において窃盗、詐欺、暴行または脅迫、その他これ

に類する行為をしたとき。 

(35) 懲戒審査委員会議事録のＢ12職長の証言は、Ａ１とＢ12職長との間のトラブルは日

常些細なことでのやりとりはあるがたいしたことはなく、Ａ１は、Ｂ12職長を「さん」

づけで呼んでいる、Ａ１はＢ21課長を憎んでいるがＣ１係長ほどでない、Ａ１のＣ１

係長に対する反抗が一番きつく、また同係長を一番憎んでいた、となっている。 

(36) 懲戒審査委員会でＡ１の尋問が行なわれた翌９月21日、本社の総務課労務担当のＢ29

（以下Ｂ29という）は、就業時間中にＡ１を呼び出し、「懲戒審査委員会で最後は泣い

て出たらしいけれども、もう９割方首になるのは決まっている。しかし、逃げ道は１

つだけある。今までにもＣ９やＣ10の時うまいことしてやったんや。ひとつよう考え

てやったらどうや」という主旨のことを約30分間にわたって言い、説得した。Ａ１は

このＢ29の説得の内容を組合に報告し、組合は、それに対して会社に抗議を行なった。 

(37) 上記のＢ29の説得があった２、３日後、同人は再度Ａ１を呼び出し、「組合からの誘

いには絶対のるな。だれにも言うな。いまは言わんけれども、ちょっと考えておけ。

ただ１つだけ逃げ道がある」と言った。そのさい、Ａ１がこの逃げ道というのは依願

退職のことかと尋ねたら、Ｂ29はそうではないと言った。Ａ１はこのような再度のＢ29
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の言辞にも結局耳をかさなかった。 

(38) 会社は、同年10月７日、懲戒審査委員会の審決書に基づき、Ａ１を懲戒解雇処分に

付した。 

(39) Ａ１の昭和42年１月から解雇されるまでの間の勤怠は、有給休暇消化日数が10日間、

特別休暇１日、遅刻は３回のベ32分間で、出勤率は99.87パーセントであった。また、

同人の昭和40年の出勤率は91.79パーセント、昭和41年の出勤率は93.98パーセントで

あり、電気職場の他の従業員の出勤率を若干下回る程度であった。 

なお、同人が昭和36年４月入社以来解雇されるまでに会社から処分されたのは、前

記７⑿に摘示した譴責処分１回だけである。 

第２ 判断 

１ 会社の組合脱退および新労加入の工作について 

⑴ 組合は、会社が組合分裂後、組合の組合員に対し、組合脱退および新労加入を強要

し、組合の運営に支配介入したと主張する。 

これに対し、会社は、組合の主張する支配介入と称する諸事実は、いずれも事実無

根もしくは事実を著しく歪曲したものであり、まして就業時間中に会社の職制がその

地位を利用して支配介入をしたことはない、と抗弁する。 

⑵ 前記認定３⒂のＢ９部長の発言、同⒅のＢ13課長の発言、同⒆のＡ18の父親に対し

てＢ14社長のとった措置、同(22)のＢ16職長の発言、同(23)のＢ17職長の発言、同(24)

のＢ18職長の発言、同(25)のＢ19職長の発言、同(26)のＢ20職長の発言は、いずれも

組合からの脱退ないし新労への加入を勧誘したもので、前記認定３⑴〜⒁で摘示した

従来の経過にかんがみると、単にこれら各職制ないし会社関係者の独断でなされたも

のとはとうてい認めがたい。のみならず、前記認定２⑽、⑾の組合分裂直後における

組合の申入れを無視して労働協約が失効したと掲示した会社の組合への対応の仕方、

同⒀の会社の両労働組合の呼称上の差異、同３⑹のＢ７課長の発言、同⑺の新入社員

教育のもたれた会場へ新労の京都工場支部副支部長のみの入場を認めて、同人に全受

講者を新労に加入させる機会を与えたこと、同⑽の一時金問題に関して組合の家族宛
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に送付された会社の手紙、同⒇の会社の利益を代表するＢ15次長らの講師団と下級職

制の間で組合活動抑制をテーマとした研究会がもたれたことおよび同(21)のＢ13課長

の発言等の諸事実から、会社が新労に好意を寄せ、組合を嫌悪していたことがうかが

われる。 

以上のことを総合してみると、前記の会社職制らの組合からの脱退ないし新労への

加入を勧誘した各種の発言は、これら会社職制らが会社の意を体して行なったものと

推認するほかなく、よって、労働組合法（以下労組法という）第７条３号に該当する

不当労働行為と言わざるをえない。 

２ 会社施設使用問題について 

⑴ 組合は、会社が会社施設の使用を新労に認めながら、組合には認めず、組合の運営

に支配介入した、と主張する。 

これに対し、会社は、組合が集会用に会社施設使用の申入れを行なった当時その組

合員は70名程度で、組合が保有する組合会館に全員を収容しうるが、新労は当時1,200

名程の組合員を擁していて、全組合員を収容しうる場所を有していないことから新労

には会社施設の使用を認めたのであって、そのために形式的には差別が生じたとして

もなんら不当ではなく、会社としては会社施設の使用上組合と新労との間に実質上差

別をしたことはない、と抗弁する。 

⑵ 会社が、食堂の使用に関して、組合の申請を不許可にし、新労の申請を許可したこ

とは、両当事者間に争いのないところであるが、前記認定４⑴のように、食堂使用に

関する組合の申請に対し、会社が当初組合、新労の両組合に食堂を使用させるかどう

か検討中であると述べ、組合の再度の申請を不許可にし、さらに、三たび目の申請に

対しては、組合では組合会館で総会がもてることを理由に不許可にした経過からみて、

会社が組合に食堂を使用させたくない態度がうかがえるところ、前記認定４⑵のとお

り、当時の組合の全組合員が組合会館で一堂に会して総会をもてないことが認められ

るのに、会社が組合では同会館で総会をもてるときめつけて組合の食堂使用の申請を

不許可にしたことは、会社の主張にもかかわらず会社が実質的に新労と差別扱いをし



- 22 - 

ていることを示すものであり、よって、上記会社の行為は、労組法第７条３号に該当

する不当労働行為と認めざるをえない。 

３ 就業時間中の組合活動について 

⑴ 組合は、会社は、組合分裂前には、団交の煮つまった段階で団交を一時中断し、就

業時間中に緊急執行委員会をもつことおよび交渉妥結時に組合員総会を始業時からも

つことを認めてきたが、組合分裂後はこれらのことを新労には従来どおり認めながら、

組合には認めず、組合の運営に支配介入した、と主張する。 

これに対し、会社は、就業時間中の組合活動については、組合と新労を同等に取り

扱っており、組合に厳しく新労に寛大というような事実はない、と抗弁する。 

⑵ 会社が、組合員総会を始業時間からつことを新労には認め、組合には認めなかった

ことは前記認定５⑵のとおりであり、かかる会社の行為は、組合を新労とは差別して

取り扱ったものとみるほかなく、よって、労組法第７条３号に該当する不当労働行為

と言わなければならない。 

なお、組合は、就業時間中の緊急執行委員会を新労に認め、組合には認めなかった、

と主張しているが、それを裏付ける具体的な疎明がないので、この点に関する組合の

主張は採用することができない。 

４ 団交問題について 

⑴ 組合は、会社は、組合との団交を拒否し、また、賃上げなどの要求について新労と

妥結した結果を組合に押しつけるとか、形式的に団交に応じたとしても妥結権を有し

ない者を出席させ、さらに、従来もたれてきた京都工場支部との団交を拒否し、組合

の運営に交配介入した、と主張する。 

これに対し、会社は、組合との団交を拒否したり、団交について新労との間で差別

扱いをしたことはなく、組合との団交には会社の代表者を派遣しているし、組合の支

部とも労使協議会や必要に応じて団交をもっている、と抗弁する。 

⑵ 前記認定６⑵〜⑺の諸事実を総合すれば、会社が組合との団交を拒否したり、賃上

げ問題や一時金問題などで組合を新労と差別扱いをした事実は認められず、また、こ
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れらの問題などで会社が組合に対し不利益な差別をしたという立証もないので、会社

が組合との団交を拒否したり、新労と妥結した結果を押しつけ、組合の運営に支配介

入した、との組合の主張は採用することができない。  

また、Ａ１の解雇に関する団交についても、前記認定のとおり、会社は組合と１回

団交をもっており、また、組合がＡ１解雇に関する権限のない職制に対する集団的抗

議をやめれば団交をもつとの主旨のことを述べていることが認められるので、かかる

事実からみれば、会社が上記Ａ１解雇の問題で組合の団交要求を拒否したとしても、

そのことをもってただちに会社が組合の運営に支配介入したとみることはできない。 

さらに、会社が妥結権を有する会社代表者を団交の場に出席させていないとの組合

の主張も、全立証を通じてその証拠を見いだしがたいので、採用することができない。 

つぎに、京都工場支部との団交の件についてみると、前記認定６⑼にみられるごと

き事実から、会社が正当な理由を示すことなく人員削減問題等についての上記支部と

の団交を５回にわたって拒否したことが認められ、したがって、このような会社の行

為は、やはり労組法第７条３号に該当する不当労働行為と言わざるをえない。 

５ Ａ１の解雇について 

⑴ 組合は、会社は、Ａ１が会社の組織破壊の対象となっていた組合の組合員で、組合

活動に従事してきたことを嫌悪し、企業外に放逐することを目的にして同人の上司で

あるＣ１係長をしてたえず挑発行為を行なわせ、たまたまその挑発にのせられた昭和42

年８月14日の件をとらえＡ１を解雇した、と主張する。 

これに対し、会社は、Ａ１の会社の諸規定や上司の指示、命令に対する不服従およ

び就業時間中における上司に対する暴行は、従業員として許すベからざる行為であり、

しかも、Ａ１が昭和42年８月14日以降も上記の不服従の態度を反省する姿勢を見せず、

今後も不測の重大な事故をひき起こす恐れなきにしもあらずとの判断に達したので、

同人を職場から排除したのであって、同人の解雇は企業防衛上正当な措置であり、組

合の組織破壊とは無関係である、と抗弁する。 

⑵ まず、本件解雇の直接的要因となった昭和42年８月14日の件についてみると、前記
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認定７⒁、⒂、⒄、⒇、(21)のＣ１係長のＡ１に対する態度および同⒀、⒅の他の従

業員に比べて言わば集中的に行なわれた同係長のＡ１に対する日常些細な事柄に至る

までのもろもろの注意によって、当時20歳を越えたばかりの同人に多大の精神的圧迫

とＣ１係長への激しい憎悪感を抱かせたものと推認され、また、Ａ１が昭和42年８月14

日、前記認定７(25)のＣ１係長の言動に比較的冷静さを保ちながらも、同(27)のＣ１

係長やＢ21課長の態度をみて、永年のしこりが怒りとなって爆発し、ついに、殴ろう

として「表へ出ろ」との発言にまで至ったものと思料される。しかもそのさい、Ｂ21

課長ら３名の会社職制がＡ１に何ら注意をすることもなく、むしろ言われるままに同

人の後について行ったことは、かえって同人の感情的高ぶりを強め、同人に冷静さを

取り戻させる機会を逸せしめたばかりでなく、ことにＣ１係長が、会社正門の外で興

奮して待っていたＡ１の目のあたりまで近づきニタニタしながら応対したことなどは、

Ａ１をしてＣ１係長に手をかけさせる直接の動機をなしたとも言うべきであり、さら

に同係長が、同人にＡ１が手をかけた時も、注意も抵抗もしなかったばかりでなく、

Ａ１がＡ27の発言でその場を離れようとしたさい、Ｃ１係長とＡ１の間に割って入っ

たＢ12職長に、殴ろうとするのなら殴らせなさいなどと述べたことや、その他前記認

定の同日の全経過に徴してみれば、Ｃ１係長の同日の言動には明らかに挑発というべ

き異常な態度がみ受けられる。したがって、Ａ１の同日の言動にもたしかに非難を免

がれえない点はあるが、それを一方的に同人のみの責任に帰せしめることはむしろ当

を失するものと言わざるをえない。 

つぎに、昭和42年８月14日の件の発端となった名札無着用の件についてみると、前

記認定のごとく、京都工場においては少なからぬ従業員が日常無着用でありながらほ

とんど注意されない状態であり、したがって、かかる実情からすれば、Ａ１がたとえ

しばしば名札を着用していなかったとしても、このことは、たしかに同人にも反省す

べき点はあるとはいえ、少なくとも同人のみがその不当なことを問われるべきでない。 

さらに、会社の主張するＡ１の会社の諸規定や上司の指示、命令に対する不服従と

いう事実についても、会社が、上記不服従の事実と主張しているのは、おもにＡ１の
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Ｃ１係長に対することであるところ、上記判断のごとく、Ｃ１係長のＡ１に対する異

常な接し方が同人のＣ１係長への反発や抗議をよびおこすおもな原因となったと見ら

れるのであって、上記Ａ１の態度をもって、不服従の事実に相当すると言う会社の主

張は一方的で首肯しがたい。 

なおＡ１に反省の姿勢がみられないとか、今後も不測の重大な事故をひきおこす恐

れがなきにしもあらずとの会社の主張も、それに該当する具体的事実は懲戒審査委員

会での同人の態度にしかうかがえないが、これは、前記認定７(33)のように、Ｃ１係

長ら３名の職制の証言と報告を前提に、同委員会の委員から会社規則に従うかどうか

二者択一を迫る質問に反発し、Ａ１が従来主張してきたことを重ねて述べたものであ

り、そのさい若干語気が荒くなったとしても、上記のことをもってＡ１の態度に反省

がみられないとしたことは、やはり一方的で首肯しがたい。 

以上のことを総合してみると、会社の解雇理由として主張する事柄には、名札にみ

られるごとき会社側に管理監督上の問題のあることや、ことにＣ１係長の異常という

べきＡ１に対する態度がおもな原因となっていることが認められ、したがって、会社

の主張するＡ１解雇の理由を一方的に同人のみの責に帰せしめることはできず、会社

の主張するＡ１を懲戒解雇に付さなければならないほどの重い罪状が同人に認められ

るとはとうてい考えられない。よって、会社が上記のごとき解雇理由のもとにＡ１を

懲戒解雇したのは明らかに失当と言わざるをえない。 

そこで、進んでＡ１解雇の真の理由についてみると、前記判断のとおり、会社が、

組合に対し種々の支配介入行為を行なってきたこと、これには新労の組合員でもある

職長などの下級職制が多く関与しており、その下級職制の一員であるＣ１係長は、前

記認定のとおり、職長時代を通じ、組合分裂前には組合解散要求の先頭にたち、組合

分裂直後は新労の委員長に就任し、また自己の電気職場でもＡ25への組合脱退工作、

Ｃ２の労働組合活動の抑制等を行なってきたこと、一方Ａ１は、組合分裂前、朝礼後

の５分間スピーチで政治的な発言をするのみならず、ロッカーや机の引出しに共産党

関係の出版物を保有し、組合分裂後も新労加入の勧誘を受けることもなく終始組合に
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とどまり、会社の意を体した会社職制による脱退工作を受けた組合の組合員に対し説

得活動を行ない、活発に組合活動に従事し、労働者としての権利を積極的に主張して

きたこと等のこれらの諸事実を総合すれば、Ｃ１係長のＡ１に対する前記認定のごと

き異常な接し方も組合の組合員に対する嫌悪から出たものとみられ、会社は、前記判

断のごとくＣ１係長の挑発にたくみに乗ぜられたというべき昭和42年８月14日の件を

奇貨として、組合の組合員として活動してきたＡ１を企業外に放逐しようとしたもの

と認められるので、これらを前記のごとき懲戒理由の首肯しがたいことと併せ考えれ

ば、Ａ１の組合活動を嫌悪したことが同人解雇の真の理由であると推認するにかたく

ない。よって、Ａ１の解雇は明らかに労組法第７条１号に該当する不当労働行為と断

ぜざるをえない。 

以上により、当委員会は、労組法第27条、労働委員会規則第43条により主文のとお

り命令する。 

 

昭和47年12月15日 

京都府地方労働委員会 

会長 岡 部 利 良 


